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クルマ社会を問い、真の交通教育をつくる
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レポ ー ト

１ 提案の背景

高校生向け交通教育をめぐる議論の推移1-1

わが国において従来、高校生向け交通教育の内容を

めぐる議論は、交通安全教育に二輪車・自動車の運転に

関する指導を盛り込むことの是非に集中してきた。それ

は、 年に愛知県で始まり、後に 年、全国高等1970 1982
学校 連合会の「全国決議文」によって推進されたPTA

「三ない運動 （生徒に運転免許を取らせない、バイク」

を買わせない、運転させない）が、生徒の意見を反映さ

せることなしに、現行の道路交通法で満 歳以上から16
認められている二輪免許取得を学校が禁止することを

「管理教育」として問題視する視点にもとづくものであ

る。

「三ない運動 （地域により 「四ない運動」や「四」 、

プラス一ない運動」などの名称で実施されてきた）は、

創成期の ～ 年代において、高校進学率が上昇の1970 80

なか、地域社会（商工会、自治会等）からの暴走族取締

りの要請が警察や市町村役場にとどまらず、暴走族とな

る年齢層の人が多いとされる各高校に対しても直接向け

られるようになったことを背景に、支持層が多かった。

しかし、 年代半ば以降、国鉄改革を引き金とし1980

た地方公共交通の衰退や、若年層のレジャーの多様化な

どにより、二輪の社会的評価が「暴走族の遊び道具」と

いった否定的なものから 「身近な生活の足」とか「健、

全な旅行手段の一つ」などといった肯定的なものに変わ

ってきたため、同運動は、生徒のみならず社会各層から

「国民皆免許時代に逆行し、若者をクルマ利用から遠ざ

ける悪弊」であるとして、批判を浴びるようになった。

、 「 」とりわけ ～ 年のいわゆる 第二次交通戦争1989 91
において「三ない運動」は、高校年齢層の二輪車事故を

予防する効果を発揮できなかったために、運動の存在意

義が疑われるようになり、代替策として、文部省（現・

文部科学省）や総務庁（現・内閣府）から「免許取得を

目的とした交通安全教育」の高校授業への導入が提起さ

れるようになった。

まず文部省は 年 月、運転免許取得に関する科1989 9

目の高校正課授業への導入（米国の「運転者教育」や、

ドイツの「 計画」などを手本として）についてのEMS

検討を発表し、 年度からは各都道府県で一校ずつ1994
の「二輪車研究指定校」制度を開始するなど、高校での

二輪教習の実用化研究の推進に当たった。

次に総務庁は 年 月 「免許取得前の若者に対1993 10 、

する交通安全教育の在り方に関する検討会」を設置し、

免許取得・車両所有に備えた交通安全指導の学校教育へ

の導入の実現に向けた準備体制の具体案を盛り込んだ最

終報告書を、 年 月に発表した。1995 3

これらの状況を無視できなくなった全国高等学校

連合会は、 年 月の全国大会において 「三なPTA 1997 8 、

い運動」を「全国決議文」から「宣言文」に格下げする

とともに 「地域の実態・学校の実情から二輪車の安全、

運転に関する効果的な指導のあり方について検討し、交

通安全指導を計画的に行うようにつとめる」との文言を

明記することによって、生徒に対する二輪利用の可否に

ついての判断を各校 に委ねることとなったため、PTA
「三ない運動」の全国運動としての機能は事実上、消滅

した。

こうした動きを受けて文部省は 年の警察庁 交、 「1998

通安全教育指針 （平成 年 月国家公安委員会告示第」 10 9
）15号／免許取得のための交通安全教育を各高校に要求

と、 年の総務庁の諮問機関「免許取得前の若者に1999

対する交通安全教育の推進方策に関する検討会」の報告

、 、書による同様の要求とに沿った形で 年 月から2000 4

取り扱い範囲を四輪にまで広げた新しいモデル校制度

を、一都道府県で複数校以上に拡大し、今日に至ってい

る。

1-2 交通教育のもたらす経済思想的側面

「三ない運動」か「免許取得を目的とした交通安全

教育」か、といった二者択一的な議論は、一見して単に

生徒を交通事故に遭わせない方法、すなわち交通の安全
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面のみを焦点とするものとして解釈される傾向が強い。

確かに、多くの高校にみられる、自分の子供の“暴

走族化”を阻止したい親の集合が を媒体として学PTA

校側に圧力をかけ、当事者の一方である生徒に直接かつ

十分な説明責任を果たさずに、教師を介して「三ない」

校則の導入を進めさせてきた事例は、純粋な教育学的視

点でみる限り、自ら能動的に思考する主体としての生徒

の役割を否定したという意味で問題といえる。

しかし、これと対極に位置づけられている「免許取

得を目的とした交通安全教育」に問題がないかどうかを

考えた場合 その影響の及ぶ領域が単なる 生徒 の 安、 「 」 「

全」のみにとどまらないことに注意すべきである。

それは 「免許取得を目的とした交通安全教育」が、、

従来「交通弱者」としてみなされてきた高校生に「免許

」 「 」 、取得 と 車両所有 を方向づける作用をもたらす場合

現状では瀕死の状態にありながらも、高校生の通学需要

で辛うじて生き長らえている公共交通網の壊滅により、

安全面のみならず、環境やエネルギーといった面でも負

荷の高い、モータリゼーション交通社会の後戻り不能な

方向での絶対化が懸念されるからである。

実は 免許取得を目的とした交通安全教育 は 三、「 」 、「

ない運動」を「管理教育」として問題視している教育学

者や交通心理学者のみならず、市場原理を尊重する視点

からモータリゼーションの拡大を支持する交通経済学者

からも、強力にバックアップされてきた。

このような傾向は半世紀前の 年、戦後交通経済1955
学の重鎮とされる故・今野源八郎氏の著書『道路交通政

策 （東京大学出版会）に始まる。今野氏はこの本にお』

いて、自家用車の所有を「各自が最も能率的に活動し得

る交通条件」であると肯定的に評価した上で、このよう

な条件を実現するために、米国の一部諸州のように、高

校授業での自動車教習をわが国にも導入することの必要

性を唱えている（同書 。p.125）
時代をかなり下って 年代になると、旧国鉄の初1990

JR代新幹線総局営業部長で交通評論家の角本良平氏は、

東日本広報誌『 』 年 月号において、地JR EAST 1992 12
方はもちろん、都市部においても自動車やバイクによる

通学を推進すべきであると主張している。

さらにこの手の主張は、山口大学の教授である澤喜

司郎氏によって、バイクが高校生の通学手段として活用

可能であるにもかかわらず 「三ない運動」がその障壁、

となっているのは問題であるという論調に発展する。

これらの主張に共通するのは 個人による自動車 二、 （

輪も含む）所有が容易となった現在、採算のとりにくい

公共交通を通学のためといえども、行政から補助金を割

いてまで残すべきではないとした上で、自らの交通手段

を自らの責任において維持せよという思想である。

「交通行為」を価格理論における需要・供給の視点

で捉えた場合、利用客数（需要量）と車両等の定員（供

給量）が常に一致しない運命にある公共交通は、経済学

がいうところの「資源配分を歪めがちな」体系である。

これにくらべて自家用交通手段は、運転労働の自己生産

を通じて、交通トリップの需要と供給が即時的に一致す

る「無駄のない」体系と解釈されるため、今日の市場原

理主義のもとでは、モータリゼーションの拡大ないしは

維持に寄与する諸政策が一方的に「善」とされる。

だから 「免許取得を目的とした交通安全教育」は、、

上にあげた傾向の交通経済論者によって、人々の交通手

段の入手を、より市場メカニズムに従順な体系に移行す

るための必須の手段として位置づけられるわけである。

1-3 市場原理主義のオルタナティブの必要性

しかし、市場メカニズムによる需給均衡を唯一「望

ましい」とする経済効率的な視点によって支えられてき

たモータリゼーション交通体系の拡大は、道路交通によ

る死傷、道路公害、二酸化炭素排出増による地球温暖化

問題、公共交通（とりわけ鉄道）に比較した場合の単位

輸送量あたりエネルギー消費量の高さなど、健康上・環

境上のリスクを多面的にもたらしている。

このようなリスクにもかかわらず、自動車利用のシ

ェアが減らない要因として、次の特徴を列挙できる。

まず、他のエネルギー資源にくらべて、採掘から販

売に至るまでの流通が容易である石油製品の特性に支え

られ、車両の大量生産や道路網の拡充により、自家用車

利用の交通コストが、他の交通手段や過去の時代よりも

相対的に安くなったことがあげられる。

とりわけ今日、原付車両の低廉化や中古車市場の発

達により、自家用車両の購入・維持費がバスの定期代よ

りも年間計算で安くなるという現象が各地で珍しくなく

なったため、本来であれば公共交通の存続に有利とみら

れる「高齢社会」の現在にもかかわらず、鉄道やバスの

利用者が各地で減る傾向にある。これは、高齢層におけ

る運転免許取得率の上昇を背景に、低所得層においても

クルマ依存が浸透しつつあることをうかがわせる。

次に、道路整備の進展と自家用車普及率の上昇によ

って、よほどの辺地でない限り、鉄道やバスに日常交通

を多く依存していた時代にくらべて、住宅や事業所の立

地が自由になったため 「郊外化」すなわち土地利用の、

無秩序拡散（スプロール化）が全国各地で起こり、こう

した傾向が人々のクルマ利用への依存をさらに高めてい

る。駅前中心市街地の衰退と郊外型ショッピングセンタ

ーの隆盛は、まさにその象徴である。

これは単に交通分野における輸送サービスやインフ

ラの需給問題にとどまらず、土地・原材料・労働力とい

った生産要素の調達から最終商品の売買に至る、交通需

、 、要が依って立つところの モノやサービスの取引一般が

公共交通の路線網や運行時間・本数に制約されずに、ク
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ルマという媒体を通じて「オン・デマンド」かつ「ジャ

スト・イン・タイム」で可能となることを意味する。

かくして、モノやサービスの需要の個別散発化が進

展すればするほど、交通トリップがふえるため、クルマ

利用によって生じる環境負荷の増大は続くことになる。

これらの問題を考慮した場合、道路網の歩車分離化

の推進、免許取得教育の早期化、低公害・低燃費車の普

及といった個別リスク縮減策には、おのずから限界が生

じる。生命・環境・エネルギー問題への配慮といった方

向で人間社会の永続性を捉えるならば、モータリゼーシ

ョンへの依存の拡大を必然的に招く市場原理主義の見直

しは、避けて通れないであろう。

２ 「スローライフ交通教育」の提案

2-1「スローライフ交通教育」の意味

筆者は、以上にあげた市場原理主義への画一化がも

たらすであろう、生命や環境への軽視傾向を問題とする

立場から 「免許取得を目的とした交通安全教育」が実、

質的に、生徒に対し免許取得・車両所有を推奨ないしは

強制する役割をもたらし得る点を危惧している。

一方 「三ない運動」についても、結果としてそれが、

通学手段としての公共交通機関の存続に寄与できたゆえ

に、少なくとも全国的な環境負荷の増大が多少、抑制で

きている点は肯定的に評価できるものの、当事者である

生徒・教師・親の三者間の合意形成を無視して、理由説

明なしの杓子定規で「禁止」を押しつける手法では、将

来的に持続性を期待することができない。

交通手段の選択からその安全な利用、将来の交通政

策やまちづくり・むらづくりにおける高校生の参加機会

の拡大を考慮するならば 三ない運動 もバイクに 乗、「 」 「

せる」指導も、同類の「管理教育」として問題となる。

同時に、免許取得・車両所有が教育学者の多くのいうよ

うに「自己決定権」であるならば、自らの意志で免許を

取得しないのも、立派な「自己決定権」である。

現代の交通社会がいかにモータリゼーション中心と

いえども、クルマやその運転に関する生徒の興味・適性

は本来、ひとりひとり異なるはずである。そうした差異

を無視したまま 「交通安全教育の強化の必要性」を口、

、 「 」実に 学校教育において免許取得や車両所有への 便宜

を一律的に図る方向での指導は、思想・信条の自由への

、 「 」 。抵触はもとより 真に 安全 に寄与できるであろうか

そうした視点に立つ場合、学校が生徒の二輪車利用

に関して立ち入る範囲は、近隣住民の安全や環境への配

慮という理由を全生徒に十分に説明した上で、通学利用

の禁止（または制限）は維持するとして、原則的に課外

での利用に関する校則の適用は外し 免許取得者本人 お、 （

よび家族）が自らの責任において、地元警察署および市

町村交通安全部署の主催する二輪技能講習会の類に出席

するといった方向に、変えられるべきであろう。

以上を踏まえて筆者は、知識の押しつけや詰め込み

を極力伴わない方法により、生徒ひとりひとりが能動的

に、交通手段との向き合い方や、交通を発生させている

社会的・経済的要因などを考えることを通じて、その結

、 （ ） 、果 サステナビリティ 人間社会の持続性 の視点から

生命・環境・エネルギーに負荷をかけない交通体系の存

立を可能にするまちづくり・むらづくりへの合意形成、

そしてこれを満たす暮らし方に関する情報の伝達に寄与

し得る「スローライフ交通教育」を提案したい。

当教育では 「スローライフ」の意味を、市場原理主、

義の追求する「オン・デマンド」や「ジャスト・イン・

タイム」の対義語として位置づけている。

昨今は 「生きる力」と称して、市場原理主義下での、

ひとりひとりの経済的自立を促す教育（例えば、クルマ

の運転のみならず、義務教育段階からの株式投資実習の

導入など）の企画検討が盛んになりつつあるが 「スロ、

」 、 、「 」ーライフ交通教育 は この類とは異なり 助け合い

や「支え合い」を基調とする交通社会ならびに地域づく

りを追求するものである。そのため、自由競争や経済的

自立、過度の自己責任論への順応を行政から強制されな

い権利としての「人権教育」の側面を併せもつ。

ここ数年 「スローライフ」を冠した食品・雑貨・工、

業製品が目立ってきているが、本教育は、個別的な特定

商品の宣伝を目的とするものではない。ついでながら、

LOHAS Lifestyles Of Health And最近は （ロハス／

）という用語により、健康や環境への負荷Sustainability

が少ないと称する商品を、より多く流通させようという

動きが米国のマーケティング筋から出てきているが、商

品の「生産」や「流通」自体が量的増加の方向性をもっ

て一人歩きすると、結局は原材料調達から最終商品の売

買に至るまでのエネルギー消費を増大させることにもつ

ながり得るので、その是非について、批判的な視野も取

り込んで議論できるようにしたい。

2-2 「スローライフ交通教育」の領域横断性

従来、学校教育、とりわけここで中心的に論じる高

校教育において、交通に関する領域は、交通安全につい

ては保健体育科や生活指導、そして交通手段の存立やこ

れを支えている産業構造については地歴科や公民科とい

ったように、互いに連携することなしに扱われてきた。

これに対して「スローライフ交通教育」は、交通と

それを支える暮らしに対する生徒の多面的かつ能動的な

思考を促すため、その構築にあたり、個別の各教科（科

目）において習得される知識の領域横断的相互連携を発

、「 」 。揮すべく 総合的な学習の時間 での実践を軸とする

筆者は 「総合的な学習の時間」で扱う当教育につい、

、 。て 次の四つの側面を領域横断的に有するものと考える
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●環境教育

単体としての自動車排出ガスの種類とその人体への

影響。地球温暖化物質とその環境影響。代替燃料や燃料

電池、太陽電池等の化学特性とその問題点。有害物質規

制の緩い下請工業国での部品生産のもたらす環境問題や

労働問題。その他。

●健康教育

自家用車と営業車の競合などを背景とした、営業車

の低運賃競争がもたらす交通労働者の過重労働。病院の

郊外移転がもたらす、クルマ（二輪も含む）による通院

「 」 。しか選べない状況は 健康増進 に逆行しないか？など

●消費者教育

個人・世帯レベルにおける目先の「安い 「便利」よ」

りも 「健康や環境によいもの」を社会成員の合意で支、

えることの重要性。そのような「健康」や「環境」の見

極め方。その他。

●納税者教育

税金の使い道に関わる意思決定としての政治参加の

方法 「行政改革」が叫ばれているが、集団で資金を拠。

出し合わなければ維持できない 「健康」や「環境」の、

改善に寄与するインフラやサービスを、目先の節税欲の

ために簡単に葬り去ってよいのか？など。

以上の四側面を相互連携させることによって、現代

モータリゼーションのもたらす諸問題を、生徒ひとりひ

とりが立体的に理解できるものと考えられる。そのよう

な立体的理解を助けるスキルとして、次のリテラシーの

習得と活用を提起したい。

■メディアリテラシー

マスメディアや行政広報などの情報を、一方的に鵜

呑みにしない。自ら主体的な解釈力の育成。但し 「常、

識を疑うこと」が一人歩きして曲解が度を越すと、全て

の他者に対する不信癖がつき、コミュニケーションに障

、 。害をきたすことも想定できるので バランス感覚が必要

■統計リテラシー

確率・統計の読み方を多面的に知ることで、書き手

の主張を的確に読み取ることができるとともに、使い方

を習得することで、発表者自身の説得力向上に役立つ。

2-3 各教科（科目）の具体的活用案

上に述べた方向での「スローライフ交通教育」の実

践のためには、既存の各教科（科目）間の領域横断化が

必要となる。しかしながら、現実には学校での教育のテ

ーマが「交通」のみではないのが明白であるため、各教

科（科目）の教員間を共通させた形での「交通教育」と

いう枠組みでの相互協力は、容易でないと考えられる。

そこで 「総合的な学習の時間」でテーマとなった課、

題に取り組むには、これに必要な知識やスキルを、生徒

が自主的に各教科（科目）での学習を通じて得るととと

もに、課題に即した各教科（科目）間の知識連携を自ら

組み立てるといった方法が想定される。

つまり、これまでの各教科（科目）での学習では、

受験勉強に象徴されるような「知識の詰め込み」という

手法が中心とされてきたが 「総合的な学習の時間」で、

交通 というテーマに関心をもった生徒は 各教科 科「 」 、 （

目 の知識を 詰め込みとしての 目的 ではなく 自） 「（ ） 」 、「（

らの関心にもとづく学習を高めるための）手段」として

獲得し、活用する意欲を高めるであろう。

「スローライフ交通教育」の掲げる課題に取り組む

ために、基礎知識として活用できる各教科（科目）の学

習内容は、現行「高等学校学習指導要領」の掲げる「普

通教育」の場合、次のものが考えられる。

●国語科

国語総合や現代文では、ディベートやワークショッ

プに必要な話し方・聞き方、法令文や政策文を読む際の

解釈方法。古典では、人や物の分配の歴史を知るために

利用する原書や、文語体時代の公文書の読み方など。

●地歴科

地理では、交通が依拠している地域の特性（生活・

産業・文化・自然）や、地域間の結びつき（貿易や流通

に果たす交通の役割）など。

歴史（世界史・日本史）では、交通を発生させてき

た人や物の分配の変遷、交通をとりまく諸産業の歩みな

ど。

●公民科

生命の尊厳、交通需要と交通政策を規定する経済の

仕組み、まちづくり等における政治参加のあり方、公害

防止・環境保全、人権の意味とその尊重など。

●数学科

交通死傷や交通公害など、交通リスクの推移を解釈

・分析するための確率・統計。

●理科

物理では、車両の運動特性や運動エネルギーなど。

化学では、自動車の製造や走行に関わって発生する

化学物質の特性など。

生物では、交通公害や地球温暖化による生態系への

影響（人体や食糧農作物への疫病被害等）など。

地学では、交通公害や地球温暖化による気象への影

響（諸災害や農作物疫病の原因となる気象変動）など。

●保健体育科

クルマへの依存を減らす健康な体づくり。交通サー

ビスの維持に関わる人々の安全・健康の実態など。

●外国語

諸外国の交通事情を知るための、インターネットの
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現地語ホームページの読み方や、電子メールでの質問に

必要な文章の書き方など。

●家庭科

交通のもつ福祉的側面（交通のバリアフリーなど 。）

交通需要を生み出す衣・食・住の現状。子どもや高齢者

にとって安心できるまちづくり・むらづくりの内容。健

康や環境にあまり負荷のかからない交通手段・インフラ

を選択する消費行動など。

●情報科

「スローライフ交通教育」全般で利用する ソフトPC
やインターネットの使い方。インターネットを利用した

高校間交流（例えば、地域再生で注目されている場所の

高校とか、廃線寸前の公共交通機関を地元に抱えている

高校など 。）

2-4 「スローライフ交通教育」の目指す

交通社会

「スローライフ交通教育」のキーワードは 「共生の、

交通社会」である。現在、社会集団としての生活におい

て、どうしてもクルマに依存せざるを得ない領域や地域

が多いのは事実であるとしても、クルマの運転における

人々の能力や適性が個別に異なる以上、運転できる人が

できない人やしたくない人を不当に差別したり、あるい

は体調不良の運転者に運転労働を無理強いしたりするの

ではなく、これらを個人のもつ特性の違いとして相互に

尊重し合うことを通じて、これを満たす交通政策や土地

政策を、社会成員ひとりひとりの自覚にもとづく合意形

成によって成就できるように方向づけることで、クルマ

の利用に一面的に依存せずに済むコミュニティの生成を

導くのが、このキーワードの狙いである。

このキーワードによって、道路交通事業者における

過重な運転労働をもたらす一連の「規制緩和」策や、自

家用車利用の強制につながる路線バス廃止の「届出制」

への緩和、公共交通の衰退を不可逆的にもたらす土地利

用規制の緩和策などの国土交通政策を行政当局から不当

に押しつけられない権利を尊重するための「人権教育」

としての役割も、先にあげた「総合的な学習の時間」に

おける四つの側面を相互につなぐ要素として一層、浮き

彫りにすることができる。

なお、現時点において、過疎地等の既に公共交通網

、 （ ）が縮小されてしまった地域では 自家用車 二輪も含む

に依存せざるを得ない立場から 「スローライフ交通教、

育」の導入は極めて困難であるとの指摘もある。

このような指摘に対しては、次の対処が可能である

と考えられる。これから公共交通の廃止が進められよう

としている地域の高校の場合は「公共交通に頼れず、ク

ルマに依存せざるを得ない立場の拡大をどうやって抑制

していくのか （例えば、廃線問題を抱えている高校と」

の情報交換・連携など）を、そして既に公共交通が全面

的に廃止されてしまった地域の高校の場合は「過疎地に

公共交通を復活させるには、どのようなプログラムで地

域再生を進めていくか （例えば、民間バス事業者撤退」

後の市町村代行バスがこれから導入されようとしている

） 、 。地域の高校との連携など を 焦点とすることができる

現実に 自家用車 二輪も含む の利用について 安、 （ ） 、「

全や環境の問題を理由にその可否を論じるのは、非常に

迷惑である」として切実な捉え方をする向きは、とりわ

。 、け農山漁村を中心に極めて多い これらの地域において

モータリゼーションを急進的に抑制するのは、確かに無

謀であろう。しかし、その「切実」は、これまでの農山

漁村にとどまらず、大都市圏にまで幅広く連鎖・拡大し

ている。例えば、ちょっとした郊外へ出かけるにも「ク

ルマがなければ不便な」地域が拡大すればするほど、都

、 。市住民においても 公共交通を利用する機会は激減する

以上のような「切実」の連鎖とその拡大を考えた場合、

「クルマの利用は、仕方がない」という発想をこのまま

温存・集積させれば、モータリゼーションによってもた

らされるリスクは、ますます拡大するであろう。

そこで 「スローライフ交通教育」は、拙速な結果を、

求めるのではなく、たとえ遅い速度であっても、現在の

市場原理社会という経済の歯車の向きを確実に逆転さ

せ、地道な取り組みではあるが、 年、 年単位を見50 100

据えた息の長い戦略の継続・拡大により 「結果として、

交通社会が変わった」といえるプログラムを構築する。

モノやサービスが欲しくなったとき、どこに住んで

、 、いても いつでも簡単に手に入る社会を維持するために

今後も「国民皆免許」体制によるモータリゼーション拡

、 、大を続けるのか それとも多少の不便は覚悟しながらも

生命や環境の尊厳がより重視される方向でクルマ一辺倒

社会に代わる交通機関・交通施設を社会成員の合意で選

ぶのか 「スローライフ交通教育」は、生徒ひとりひと。

りが自ら、交通を通して「ひとの群れ方・暮らし方」を

考えるものである。
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交 通 教 育 の 課 題 と 可 能 性
（ ）池田 考司 北海道札幌東陵高等学校

レポ ー ト

交通教育は、人権教育としての側面や環境教育として

の側面、そして社会科学の学習の側面を持っている。そ

して、クルマ社会を維持させるための交通安全教育が圧

倒的な経済力と権力によって、日本の子どもたちに対し

て行われてきたことも事実である。

その交通安全教育に対抗する交通教育（ スローライ「

フの交通教育」と私たちは仮称している）は、限られた

力、情報力にもとづいて行われざるを得ない。そのため

に、ある面、クルマ社会を乗り越える交通教育が、啓蒙

主義的なものになったり、告発主義的なものになってし

まう傾向が起こりがちである。確かに今まで生まれた時

からどっぷりと浸されてきたクルマ社会の論理を批判的

に見、批判的な思考・行動を行っていく契機をつくるた

めにはそのことも必要なのかもしれない。しかし、教育

学や心理学の知見から考えるならば、そのような教育は

一過性のものに留まり、やがて、子ども・青年を再びク

ルマ社会の現実に適応させてしまうことになるであろ

う。そこで、交通教育を創造していく立場に立った時、

人の認識能力の形成、価値形成の段階について視野に入

れることが必要になってくるのである。

では、具体的にはどのようなことに私たちは注意し、

プランニングしていけばよいのであろうか。学習の過程

に沿って考えてみよう。

まず、学習の始まりでは、子ども・青年たちの日常生

活で形成される感情・意識と接合することを心がけるべ

きであろう。啓蒙主義的な方法で学習を組織した場合、

今の日本の子ども・青年は拒否的な態度を取ることが多

い。今までさんざん、そのような押し付けを受けてきた

からである。受験などのためにやむを得ず学ぶという体

験をしてきた者には、受験的価値のないものは無視して

よいものと捉えられてしまうかもしれない。また、学習

に参加しているように見えても、評価を気にしたり、受

動的な学習姿勢が身体化している場合、学習内容は子ど

も・青年の内面には入り込んでいかないであろう。ふだ

ん、感じていること、興味を持っていることを入口とし

て、学習をスタートしていくことがとても重要なのであ

る。そのため、交通事故の事例や被害者（家族）の声を

紹介することなどは有効なものとなるであろう。

導入の段階で、興味・関心を引きつけたとして、次に

知識を順番に伝達していく形を取るならば、結局は今ま

での学習の問題点を克服したことにはならない。学習内

容・教材を構造化していくことが次に必要になってくる

のである。クルマ社会に関わって教えたいこと＝知って

ほしいことはたくさんある。しかし、だからといってそ

れを詰め込んで教えても学習する側の理解や課題意識は

深まっていかない、持続しないのである。

前田敏章が実践しているようなクルマの持つ力学的特

性・限界を理解させるということも重要な一側面であろ

う。また、交通事故に対する政府・関係機関のおざなり

な姿勢を交通事故処理・裁判の事例から理解させること

も重要であろう。公共交通の持つ福祉（交通弱者への生

） 。活援助 的側面について考えさせることも必要であろう

そして、環境的側面、人類の持続性の確保という観点か

らの検討も入れていくべきであろう。

では、これらを羅列的にではなく、どのように構造

化していくのか。それは、例えば、学習者の人生サイク

ルにおける交通の持つ役割を考えさせるという方法でも

可能ではないだろうか。小さい時、親のクルマで出かけ

ることが多いのが現実かもしれない。しかし、その一方

で幼稚園に通うならば、幼稚園のバスを利用するという

方法を取ることも多いであろう。また、祖父母の家を訪

ねる場合、公共交通を使うことが多いのではないだろう

か。祖父母が逆に訪れる場合、公共交通は必要不可欠な

手段となっていたであろう。

そして、学童期に入るとお出かけは公共交通を利用

することが多いであろう。中高校生の通学には公共交通

が必要不可欠であり、その存在はとても大きなものとな

っているであろう。通学途中での交通事故の危険につい

て考えてもらうことがこの時期には当然入ってくるであ

ろう。

大人になり、クルマを利用することが増える。しか

し、その一方で祖父母は完全にクルマを利用できない年

齢になってくる。公共交通の持つ重要性はさらに高まっ

てくる・・・。このようにクルマと公共交通の持つ意味

・役割を時系列に沿って考えてもらう。ワークシートを

配り、書き込み、発表してもらうという方法もあると思

われる （プラン１）。

また、環境問題に重点を置き、人類の産業・交通・

生活史の年表をつくり、その変化を生活・人体・環境へ

の影響から検討していくという方法も考えられるであろ

う。社会の共同性が強かった時代、共同体の中でしか人

が生きられなかった時代。そこから、やがて生活圏が拡

大し、消費財を購入するような変化が生まれ、現在の消

費資本主義へと至る。そういった変遷の理解は、クルマ

を自明なものだと思っていた子ども・青年たちに驚きを

持って、クルマ社会の検討の場へと誘うことになるであ

ろう。その中で、環境への影響の問題、生活スタイルや

社会秩序への影響などを事例や文献を用いて考え、話し

合わせていくという方法も可能であろう （プラン２）。

、 「 」交通教育について考える時 その大半が 安全確保

によるクルマ社会の維持にあることは明らかである。そ

して 「クルマは急に止まれない」からよく注意して。、
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それでも事故は起こる。その時は「ついていなかったの

だと思いなさい」という教育が見事に行われていくこと

になる。安全確保のための制度・政策的努力がなされて

いるのか？歩車分離がどれだけ行われているのか？生活

道路への自動車進入規制はなされているのか？など 安、「

全確保」の入口の段階から子ども・青年に検討してもら

うという方法もあるであろう。そして、歩車分離や自動

車進入規制の外国の状況、公共交通政策などを学習し、

日本のこれからの交通政策について主体的に考えてもら

う。そして、各自の政策案を発表してもらうという学習

方法も考えられるであろう。子ども・青年を交通教育の

客体ではなく、主体にすることによって、クルマ社会を

批判的に検討し、これからの交通のあり方について考え

られる市民をつくっていこうとするのである （プラン。

３）

今紹介したいくつかの事例からだけでも、交通教

育には多数のバリエーションがあることを理解してもら

えたのではないだろうか。日本の教育の主流がまだまだ

知識の伝達－貯金型のままであること。受験圧力が完全

にはなくなっていないことなど、交通教育を行っていく

にあたっての制約もたくさん存在している。また、教科

という枠組みもある。そのような中で 「総合的な学習、

の時間」をうまく使っていくというのが当面、最適な方

。 「 」法かもしれない 小学校では一定の水準の実践が 総合

、 「 」の時間に行われているが 中学・高校においては 総合

の時間を持て余している現実がある。この現状をいかし

て、交通教育を導入していくことを考えてみてはどうだ

ろうか。

また、社会と理科など複数の教科による共同授業も

考えられるであろう。教師の共同での授業づくりは、教

師の力量向上にも役立つものである。教職員間の共同性

の再生にも貢献するであろう。このようなメリットの多

さもアピールしていってはどうだろうか。

交 通 教 育 、 こ れ ま で と こ れ か ら

～「スローライフ交通教育」創造のための実践～

（ ）前田 敏章 北海道千歳高等学校

レ ポ ー ト

１ はじめに

私は交通犯罪で最愛の娘を奪われた「遺された親」と

して、亡き娘からの「私がなぜ犠牲に？ 「私がその全」

てを奪われたこの犠牲は今の社会で報われているの？」

という問いかけに答えるため、命と人権無視の「クルマ

優先社会」を告発してきた。そしてこの「クルマ優先社

会」に無批判であるがためにこれを支える結果となって

いるこれまでの「交通安全教育」に疑問を感じ、真の交

通教育のあり方を模索してきた。

本交通教育研究会が、遅々たる歩みながらその理論と

実践を積み重ねる中で、あるべき交通教育を表すターム

として「スローライフ交通教育」を提案できることに感

。 。慨を覚える 以下ささやかな実践を含めレポートしたい

２ これまでの「交通安全教育」の問題点

2-1 「心の教育」に矮小化した安全教育

～根底にある「交通心理学」の立場～

学校での交通安全教育の指針となっているのが「交通

安全教育指針 年 国家公安委員会作成 以下 指」（ 、 。 「1998
針 ）であるが 「指針」は、政府の中央交通安全対策会」 、

議が５年ごとに定める「交通安全基本計画 （交通安全」

対策基本法 条 項に基づいて定められる。現行のも22 1
のは 年作成。以下「計画 ）の中に位置づけられて2001 」

いる。

「計画」は「安全意識の徹底 「安全思想の高揚」な」

ど精神面ばかりを強調しており、結果として被害の責任

を児童生徒に転嫁し、クルマ社会がもたらす深刻な被害

を軽視し、無批判な「交通社会人」としてクルマ社会の

一員になることを促しているのだが、その根底にあるの

が「交通心理学」の立場である。ここでは、第３次「計

画」の参考にという趣旨で募集され、内閣総理大臣賞を

受けた長山泰久氏の論文「交通教育の体系化 （ 人間と」「

交通社会」幻想社）から 「交通心理学」の特徴と問題、

点を指摘する。

・人間行動はすべて対人関係の中にあるとして、

曖昧な 交通社会人 という述語を作り その セ「 」 、 「

ンスを身につける」などとさらに曖昧な位置づけ

を行った上で「交通教育の体系化」を提言する。

・ 運転は心の問題」と、分析と論理を飛躍させた「

「 」 。 「 」対策 を述べる 道路環境という概念にも 人

を介在させ、事故防止対策を個としての「心の教

育」に矮小化する。そして 「日本では、交通が他、

人との関係のもとになり立っており、自分の行動

が相手の環境になり、相互に影響しあっているも

のであるという認識が低い」などと強引に論立て

し、とても「先進例」とは言えないドイツやアメ

リカの学校での運転者教育を絶賛し、免許取得と

車両所有に便宜をはかる教育へと導く （ドイツ、。

アメリカの人口比死者数は各国に比し高い）

この立場で現場の交通教育資料として作成され教育現

場に配布若しくは頒布されているものに「自動車、そし

て人 （日本自動車教育振興財団( ） 年、理事」 JAEF 1999
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長は豊田達郎) 「私たちの生活と交通 （財団法人、社、 」

会経済生産性本部 年）などがある。2002
2-2 クルマの持つ安全面での限界や、交通事故被害の

反人権性、さらに環境、エネルギー面などクルマの

負の側面が正しく指導されない。

交通事故被害について「指針」では「モータリゼー

ションの進展は、道路交通に起因する危険の増大をもた

らしており、誰もが日常生活において交通事故に遭う危

険にさらされています」と現状肯定的に述べ、被害の深

刻さを糊塗している。

例えば運転免許取得が可能となる高校生には、事故

を起こした場合の責任として民事上、刑事上、行政上の

責任という記述はあるが、人身事故で人を殺め、または

傷つけた場合の人道上の責任については強調されていな

い。道教育庁の生涯学習部で発行した高等学校での交通

安全指導資料では 「事故の責任はこんなに重い」とい、

う項で、バイクで「誤って （信号を見落として）人を」

はね死亡させたとされるケースでも、あまりに淡々と刑

事、民事、行政の責任についてふれており、強調するの

は損害賠償の問題。運転者は、任意の自動車保険に入る

ことが責任を果たすことで、保険に入れば安心してハン

ドルを握れるという間違った意識を植え付けやすいもの

となっている。保健や現代社会の教科書の記述にも同様

の傾向がある。

2-3 子どもやお年より、歩行者や自転車利用者に被害

の責任を転嫁する

現在のクルマ優先の交通安全教育は、被害にあった

歩行者、子ども、お年寄りにその責任が転嫁され、被害

の真の原因 社会的責任を隠し モータリゼーション 自、 、 （

家用車の大衆化）をさらに進めるイデオロギー形成に働

いている。

例えば「指針」の「幼児に対する交通安全教育」の

項では 「心身の発達段階に応じて、基本的な交通ルー、

ルを遵守し、交通マナーを実践する態度を習得させると

ともに、日常生活において安全に道路を通行するために

必要な基本的な技能及び知識を習得させること」を目標

として 「自動車等の基本的な特性及び合図を習得する、

ことにより、自動車等の動きを予測し、危険を回避して

歩行者として安全に道路を通行できるようにすること」

とあり 「制動距離」の項で 「自動車等は急に停止でき、 、

ないこと、及び自動車等の速度が速い場合、路面がぬれ

ている場合等には制動距離が長くなることを理解させ

る 。さらに「死角」や「内輪差」についても「理解さ」

せましょう」とあるのだから驚きである。児童期につい

ても同様で、距離の知覚が未発達であるのに「自動車等

の速度が速い場合などに制動距離が長くなる理由を具体

的に説明し」などとある。

このように生理的な発達段階からみて無理なことを理

解・習得させようとすることで、被害にあったときの責

。 、任は社会ではなく子どもや親に向けられる 結果として

幼児、子ども、お年寄りにとって危険な道路環境は改善

されず、被害者としかなり得ない子どもや歩行者に対し

て、相も変わらず「交通ルールを守ろう」と呼びかける

だけの偏った安全教育（あるいは交通安全運動）が続け

られている。

2-4 交通戦争 に よき交通社会人 を送り込む 運「 」 「 」 「

転者教育」の肩代わりを学校教育に

年の７次「計画」は、学校教育を利用して児童2001
・生徒を「クルマ社会」へ適応させることを殊更強調し

たものになっている 「計画」は 「交通安全意識と交通。 、

， ，マナーを身に付けるためには 人間の成長過程に合わせ

生涯にわたる学習を促進していくことが必要である 」。

「 」 、として 生涯教育体系としての運転者教育 が強調され

特に高校生に対しては「生徒の多くが，近い将来，普通

免許等を取得することが予想されることから，免許取得

前の教育としての性格を重視した交通安全教育を行う」

と運転者教育の導入が明記されている。

1996「 」 、免許取得前教育 という位置づけが現れたのは

年の第 次「計画」であり、これは 年に「免許取6 1995

得前の若者に対する交通安全教育の在り方に関する検討

10会 の報告を受けてのものである この要旨は 平成」 。 、

年版交通安全白書に次のように紹介されている 「現在。

は、交通弱者の立場に立った交通安全教育に重点が置か

れているが、若者が将来免許を取得し、交通社会に運転

者として参加することを前提に、自他の生命の尊重とい

う理念に立ち、これを自ら実践する態度や、自ら考える

姿勢を涵養し 『交通社会を安全に生き抜く知恵や態度、

を育む』という立場に立った交通安全教育が必要であ

る 。」

しかし、はたして学校教育に運転者教育を持ち込む

ことが、クルマによる被害をゼロにするために必要なこ

とで、役に立つことなのか。今日、無秩序なモータリゼ

ーション拡大と、これを可能にした国民皆免許へ向けて

の流れが、人命軽視の「クルマ社会」を現出している元

凶と考えられるとき、甚だ問題といわざるを得ない。

「安全教育」＝「 免許取得を前提とした）運転者教（

育」ではないはずである 「自他の生命の尊重」という。

基本理念に立ち、現在のクルマ利用の安全面での限界を

考えるなら、自分がハンドルを握る立場になることの是

非も選択肢に入れて考えさせるべきであり、比較的新し

い権利概念である「交通権」をどのような方向で実現さ

せるかという視点を踏まえなければ、非常に偏った安全

教育となる。

「免許取得を前提とした運転者教育」を唱える理論

は 無秩序なモータリゼーションの拡大がもたらした 交、 「

」 。 、通戦争 の現状を一面的に肯定する傾向が強い 例えば

教育の狙いを「交通社会を安全に生き抜く知恵や態度を

育むこと」として短絡させる発想からは 「高校生諸君、
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は、ほどなく運転免許証を手にして、くるま社会の一員

となる日がくる。免許証を手にするということは、見方

によれば、交通戦争の召集令状を手にすることと言える

かも知れない （副読本「交通安全」一橋出版、西山啓」

著）という物騒な表現も違和感なく使われるのである。

戦争は人が起こすもの 「交通戦争」は一体誰が起こ。

し、誰が推進しているのか。そしてその犠牲となるのは

誰なのか考える必要がある。

３ これからの交通教育

～スローライフ交通教育～

3-1 命の尊厳、人権尊重の学習をベースに

交通事故を被害者の視点から「交通犯罪」と捉え、手

記や体験講話、あるいは生徒自身の被害体験などから、

生命と人権の尊重を学ぶことをベースにする。

3-2 現在のクルマ社会がもたらす負の側面（クルマ優

先社会の被害）について正しく学ぶ

①不可逆的な命と健康への被害：最も基本的な生存権、

そして交通権など市民的自由への重大侵害、地域コミュ

ニティ破壊

②不可逆的な自然環境破壊：大気汚染、温暖化、東京や

名古屋の大気汚染裁判の意義

③エネルギー資源の浪費：石油・ガス資源をめぐる国際

紛争の原因

3-3 クルマの危険性について科学的に学ぶ

①クルマの危険性。クルマのもつ強大な衝撃力、制動距

離などクルマの物理的特性の理解

②錯視、錯誤など人間の生理的な特性。人間の注意力だ

けに依存することの危険性

③道路を共用する子どもお年よりの知覚、判断、動作能

力などの特性と限界

④青年期の心理と人間疎外の現代社会における幻想とし

てのクルマ願望

3-4 スローライフ交通教育として

①生命尊重の視点から、自動車交通における安全・環境

・エネルギーの諸問題を総合的に捉え、これらの負荷軽

減と、人間性がより発展される豊かな社会をめざす交通

教育。

②新しい権利として議論の途上にある「交通権 （安全」

・環境・福祉などの諸問題に配慮した交通の権利）を根

底に、無秩序なモータリーゼーションを批判し、クルマ

前田作成交 通 教 育 、 こ れ ま で と こ れ か ら 2005.11.

こ れ ま で の 交 通 教 育 こ れ か ら の 交 通 教 育

・ 交通心理学」を理論的背景として、無 ・生命尊重の視点から、自動車交通における安全・環境・エネ「

基本 秩序なモータリゼーション推進を支える交 ルギーの諸問題を総合的に捉え、これらの負荷軽減と、人間性

視点 通教育。 がより発展される豊かな社会をめざす。

・ そのため学校教育に体系的な運転者教育 ・無秩序なモータリゼーションを批判し、人命軽視、人権無視

の導入をはかる の「クルマ優先社会」を問い直す。

・クルマの増大、産業の発展は多数の国民 ・深刻なクルマと道路による「犯罪」が存在。道路建設とクル

現 状 を豊かにし、幸福にするから優先事項とす マ増大の無限のいたちごっこが主な原因。

認 識 べき。犠牲者が負うマイナスは賠償金で回 ・交通弱者にとって「ジェノサイド （集団殺戮）的現状。」

復すべき。 ・とりわけ、青年および運輸労働者などにとって交通犯罪の加

・交通事故被害は、便益を得ているクルマ 害者予備軍に仕立てられている面がある。

の「社会的費用」であり、これをバランス ・豊かさとは、真の成熟社会とは何かを問い、社会正義と人権

良く負担しなければならない。 が保障された社会を展望する。

・ドライバー＝健全な「交通社会人」とし ・人命尊重という視点から、クルマ使用への社会的規制を抜本

交通 て、国民皆免許を肯定、推進。 的に強める。

教育 ・ 三ない運動」や免許年齢引き上げ論は ・運転免許は、高い技術と強固な安全意識を持つ者のみに与え「

交通教育の 逃げ 放棄 であると批判 られるべきで、免許取得可能年齢の引き上げを含む免許制度の「 」「 」 。

・ 運転は心の問題」と強調。個の問題に 厳格化を図る。「

矮小化。生理学を無視し知覚、認識の訓練 ・学校教育では「交通権」の議論を基本においた真の交通教育

で安全運転が可能とする。 を行う。運転者教育は然るべき機関で厳格になされるべき。

・ 交通社会人」としての感覚を身につけ ・安全、環境問題などの限界をもつ無秩序なモータリゼーショ「

させるために幼児からの体系化した「運転 ンの推進に与せず、自動車を運転しないライフスタイルを選択

者教育」が必要。 肢として考えさせる教育

・深刻な現状を ( ・子どもやお年寄り、および運転する人間の生理的な限界からITS Intelligent Transport
高度道路交通システム)など技術の 二重三重の安全対策が必要。例として、速度規制、通行規制、System:

進歩により解決できると幻想をふりまく。 歩車分離、歩行者優先の徹底。

・交通弱者の問題、公共交通の課題などは ・弱者対策、安全、環境、エネルギー問題からも公共交通機関

重視せず の整備を重視。
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優先社会の病理を問う。

③国民皆免許を前提とした教育ではなく、公共の福祉に

反しないクルマ利用のあり方を問い、免許を持たない生

活スタイルの選択もあることを考えさせる教育。

エ）現代社会の交通・運輸問題を考える。クルマの総需

要抑制、公共交通機関の整備、自転車の利用拡大の課題

など。

④安全な生活と地域コミュニティ復活。環境問題を総合

した街づくりの展望と課題を扱う。幹線道路での歩車分

離と生活道路での歩行者優先、ボンエルフ（生活の庭）

など、子ども、お年寄りにとっての安全な生活・道路環

境など。

４ スローライフ交通教育をめざす実践

～総合学習での実践から～

私の勤務する千歳高等学校定時制では、新教育課程で

導入された「総合的学習の時間」を、クラス単位で全教

員が数コマ担当する形で実施している。テーマは学年テ

ーマ（１学年： 性と生を考える 、２学年： 環境、社「 」 「

会問題を考える ３学年： 進路を考える ４学年 見」、 「 」、 「

学旅行を深く学ぶ ）に基づく小テーマを、教師個人の」

関心事を中心にかなり自由に設定する。

私は昨年より２学年を担当 「若者とクルマ社会」と。

いう小テーマで３時間の実践を行っている （次表）。

総合的学習の時間 テーマ： 実施： 年 ～ 月 対象：２学年 ( )・ ( )組「若者とクルマ社会」 2005 4 9 A 12 B 13

テーマ 展 開 教材資料など

【ねらい】 交通死の具体例から、人の命の大切さ、遺された親の心情などを

被害の実相 考えさせ、被害者の視点から、交通死傷事件の本質を学ぶ。 手記、「 」

１時間目 【展開】 北海道新聞コラム記事（ ）

１ 娘の事件概要 「通り魔殺人」的被害で娘を奪われた親の心情。。

２ ビデオ視聴：娘の事件と千葉の井上さんの飲酒トラック事故を取り上げて 交通安全ビデオ

いる （ 交通事故は『犯罪』であること。運転に伴う道徳上、法律上の責任 「交通犯罪～車を凶器。「

を、最も基本的な『生きる権利』の視点から考え直してもらうと共に、危険運 にするな （株）東文」

転致死傷罪の意味を理解してもらうことを意図する （ビデオの紹介文より） 分）」 24

【ねらい】運転免許資格には高度な専門性と高い人格が求められる。その一例

「クルマを科 として、停止距離、安全な車間距離について理解させる。単なる暗記で学科試 授業プリント

学する」 験をパスすることなど免許の問題を指摘。 「クルマは急に止まれ

２時間目 【展開】 ない」（ ）

１ 自動車免許試験模擬問題に正答できるかを問う。

※資料２参照 ２ 車の制動距離が速度の２乗に比例することを、視覚的にも理解させる。

【ねらい】クルマ優先社会の諸問題から、安易な免許取得は出来ないことなど レジュメ

「クルマ優先 考えさせる。 表「クルマ優先社会」

社会と若者」 【展開】 で良いのか

（３時間目） １ 「クルマ優先社会」について ： 刑事罰の問題など 交通犯罪関係法令

２ クルマ社会と若者 ： 「イニシャルＤ」のこと、免許のことなど 北海道新聞コラム記事

３ 学習のまとめ ： 感想レポート作成（※資料１参照）

参考 生物の授業での実践例 （※資料３参照）

単 元 展 開 教材資料など

【ねらい】 反応時間の応用として、子どもが生理的に未発達なこと、お年寄

受容と反応 りの注意行動に限界があることを理解させ 運転者の責任について考えさせる 授業プリント、 。

車の停止距離の理解をより科学的なものにする。 「刺激と反応」

（１時間） 【展開】

１ 自分の反応時間を測定してみる。

２ 反応時間の年齢による変化のグラフから考察する。

３「飛び出すな、車は急に止まれない」という標語について考えさせる。
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６ 授業を終えて

～まとめにかえて～

１ 今回は、環境エネルギー問題、公共交通機関の問題

などについては触れられなかったが、人命尊重、クルマ

の科学、クルマ社会と若者など、多面的な切り口からク

ルマ社会の問題について考えさせるきっかけになった。

その意味では総合的学習の中での位置づけの意義が確

かめられたと思う。

２ 私の娘の話、自動車学校の学科試験問題との関連、

生物での反応時間の実習など、生徒が身近に感じる導入

と展開を工夫したので、一定の成果も得られたものと思

う。

３ 例えば、反応時間の実習は、物理の科目の中で、落

下距離から落下時間を計算するという問題に関連して展

開することもできるし、自動車学校の空走距離の問題に

関連して展開することもできる。切り口は多様に工夫で

きると思う。

４ 国語で詩や評論、英語で海外の交通問題に関わるレ

ポートを教材化するなど、各教科においても問題意識が

明確になればやはり多様な切り口での迫り方が可能であ

ると思われる。

〈資料１〉

生徒の感想レポート

「クルマの問題について学習して」

。 、■先生の話を聞けて良かった 私は人生に嫌気がさして

とても嫌になって死んでしまえばとか、事故で亡くなっ

たら楽なのにな、とか良くないことを考えた事があった

けど・・・。残された家族や友人、周りの人の気持ちを

考えると、なんてバカな事を思ったんだろうって反省し

ました （２年女）。

■やはりまだ自分で持っていないために、はっきりと物

事の大切さを理解していない。ただ、あたりまえのなか

に埋もれてしまっている危険は、確かにそこに存在して

いるのだ。そしてそれを、現在は効率等を優先して後回

しにしている。本来最優先されるべき安全を「注意」す

るという個々に任せてしまっている。それ故に免許とい

うものが存在するのだが、それすらも免許というほどの

重さを持っていないように思える （２年男）。

■私も人身事故にあいました。信号のあるところで、車

と自転車です。思い出したくもない出来事ですが、あの

時の私と思い比べていました。プリントを親に見せまし

たが、私よりも親が凄く分かってくれていました。今も

、 。少し裁判でもめていますが 事故の後も嫌な思いばかり

前までは「あの時死んでしまえば良かった。私なんで生

きているんだろう」と。でも色々聞いていると助かって

良かったのカナ、と思います。今の裁判確かにおかしい

と思う （２年女）。

■車は便利な物だけど、やっぱり車を動かす人の責任は

重いと思う。車１台でどれだけの人の命を奪うかわから

ないし、ハンドルを握ったら自分を変えないとダメだと

思いました （２年女）。

■この学習をしたことによって、自分が免許を取った時

にしっかり責任を持って運転ができるような気持ちに強

くなれた。加害者にも被害者にもなりたくないから、常

に自分の事を考えて運転するのではなく、歩行者の事を

考えて安全運転をしようと思った。自分はスピードを出

すことに意味はないと思っているから、これからもこの

考え方を変えずに生きていきたい （２年男）。

■車で人をひいて殺してしまっても軽い刑ですまされ、

、 。また車を運転する人がいると思うと 怖いなあと思った

（２年女）

■とても重要な学習ができたと思う。人の命よりも車の

社会が優先されるのはとてもおかしい事だと気づいた。

（ ）２年男

■自分の中のどこかで、車というものを簡単に考えてし

まっていたようだった。すぐに被害者にも加害者にもな

ってしまうこの世の中で、自分にできることを改めて考

えてみた。この先自分も免許をとるようになるとおもう

けど、総合で学習したことを忘れないで、これからの毎

日に役立てて過ごしたい思う （２年女）。

■今回先生の話を聞いて、事故についての考えがとても

変わりました。今まで深く考えてみたことはなかったけ

れど、確かにもし私の家族が事故で亡くなったとしたら

・・・、私は加害者を絶対に許さないでしょう。これか

ら先、私もきっと車に乗るようになると思いますが、先

生や他の被害者の方たちの気持ちを忘れないでいようと

思います。最後になりますが、先生が「親にとって子は

宝」と言っていたように、私たち子どもにとっても親は

宝です それを忘れずに 体に気を付けて下さいね ２。 、 。（

年女）

■「車は速く格好良く走るものではない」この一文を見

たとき、本当にそうだと思った。免許を持っているほと

んどの人が本来の車の在り方を間違って認識しているだ

ろうと思う。そう考えるととても恐ろしくなった。これ

から免許を取る人も、今免許を得ている人も、もう一度

車と人、命について学び直せたらと思った （２年女）。

■車は便利だけど、使い方を誤ったら凶器になって人を

殺ししまったり、事故ったりして危ないから、自分が車

に乗っても暴走しないようにする （２年男）。
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〈資料２〉総合学習の授業プリント例

クルマは急に止まれない

問１ 次の問題について、正しいものには○、誤っているものには×を記入せよ

( ) 自動車の制動距離は、速度が２倍になると約４倍に長くなる□ 1
( ) キロメートル毎時で走行中の車間距離は、 メートルぐらいとれば一応安全といえる。□ 2 50 35

自動車普通免許学科試験模擬問題より （答えは両方○）

問２ 時速 キロメートルの速度で３時間走り続けた車がある。この間の走行距離は何キロか。グラフも書け。50
4 20m/s 5 m問３ 止まっていた車が、一定の加速度で速度を増し、 秒後に になった。この 秒間に進んだ距離は 何

か。グラフを書いて求めよ。

※簡単な問題で速度（ｖ）と時間（ｔ）のグラフの面積は移動距離を表していることを導入する。

（答 問２ 、 問３ ）下図参照150 km 40 m

問４ 次の文中の に適当な語句や数式を入れ完成せよ。

車が止まるまでの距離を ① 停止距離 というが、同じブレーキの効きなら速度によってこの距離がどう変わるか、

次の例で考えてみよう。

ブレーキの効きが同じということは減速の割合すなわち ② 加速度 が同じなので、速度 の車が急ブレー10m/s
キを踏んで 秒後に停止したとすると、同じ車が速度 で急ブレーキを踏んで停止するには ③ ４ 秒かかるこ2 20m/s
とになる （グラフ参照）。

このときそれぞれの制動距離は、この速度－時間のグラフの面積

になるので、

速度 の車の制動距離は ④ ｍ10m/s 10
速度 の車の制動距離は ⑤ ｍ20m/s 40

となる。このことからわかるように、同じブレーキの効きなら、

車の速度が 倍になると制動距離は ⑥ 倍になる。2 4
一般に車の制動距離は､速度の ⑦ ２乗 に比例する。速度が３倍にな

れば、制動距離は ⑧ 倍である。9

したがって、問１の（１ 「自動車の制動距離は、速度が２倍になると約）

４倍に長くなる」は正しい。 ※ 速度が 倍になると移動距離は 倍2 4
になることを、上のグラフ使い視覚的

に理解させる。

（ ） 、 。 、問５ 時速 約 で走行中 前方の道路上で幼児が遊んでいるのが見えた 発見してからブレーキを踏み50km 14m/s
効きはじめるまでに 秒かかり、ブレーキが効きはじめてから 秒で停止した。速度－時間のグラフ（ ｔグラフ）1 3 v-
を書きその面積から、停止距離を求めよ。

（ 答 停止距離 ｍ（ 空走距離 ｍ＋制動距離 ｍ ）35 14 21 ）

v
20

10

t
1 2 3 4

速度 （問２）
（ｋｍ ｈ）ｖ /

50

時間ｔ( )3 h

速度 （問３）
ｖ（ ）m/s

時間ｔ( )0 1 2 3 4 s

No.7 Apr.2006交通教育研究

10

20
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車は急には止まれません。停止するまでの距離（停止距離）は、運

転者が危険を感じてブレーキを踏みブレーキが効きはじめるまでの間

に走る 空走 距離と、ブレーキが効きはじめてから停止するま

での距離 制動 距離とを合わせた距離が必要なのです。

停止距離 ＝ 空走距離 ＋ 制動 距離

したがって、問１の( )「 キロメートル毎時で走行中の車間距離2 50
は、 メートルぐらいとれば一応安全といえる」は正しい。35

車を運転する場合には、このことを考え、不意に危険が発生した場

合でも安全に停止できるような速度で運転しなくてはなりません。子どもの飛び出しなどが予想される市街地や住宅街

で などの速度規制がなされているのはこのためです。30km/h

問６

（ ） 、時速 キロ 約 ｓ で飛ばしてきた車が100 28m/
。横断中のお年寄りを発見して急ブレーキを踏んだ

6反応時間を１秒、ブレーキが効きはじめてから

秒後に停止したとすれば、このクルマの停止距離

は何ｍか。 （答え ｍ）112

〈資料３〉生物授業のプリント例

刺 激 と 反 応

（実習） 次の方法で自分の反応時間を調べてみよう。

※ 反応時間： 右図のように（目からの）刺激を受け、脳からの指令で（指の）筋

肉が反応するまでに要する時間のこと

（落下）光 目の視細胞 視神経

⇒ ⇒ ⇒① 刺激 ② 感覚器官 ③ 感覚神経

大脳

（ ）（落下物をつかむ） 手の筋肉収縮 神経 中枢神経

⇒ ⇒ ⇒

⑥ 反応 ⑤ 効果器 ④ 運動神経

落下距離 反応時間 【方法】

（ ） （秒） ( ) は定規の上端を指で持つcm 1 A
( ) は定規の下端（目盛りゼロ）の位置で指１０ ０．１４３ 2 B

を センチほど離して、つかむ準備をする。１１ ０．１５０ 5
( ) が手を放し、定規が動くのを見て は１２ ０．１５６ 3 A B

それをつかむ。１３ ０．１６３

( ) 練習を 回行った後、１人が３回行い平１４ ０．１６９ 4 1
均の落下距離を求め、左の表から自分の反１５ ０．１７５

応時間を求め記入する。１６ ０．１８１

１７ ０．１８６

１８ ０．１９２

１９ ０．１９７

２０ ０．２０２

２１ ０．２０７

考察：年齢と反応時間のグラフからどんなことが言２２ ０．２１２

えるか考えよ。２３ ０．２１７

２４ ０．２２１

※人の反応時間は 歳くらいまでは発達途上で２５ ０．２２６ 16
あること。子ども、お年寄りの注意力には生理的２６ ０．２３０

限界があること。２７ ０．２３５

２８ ０．２３９

２９ ０．２４３

３０ ０．２４７

（問５）
( )v m/s

14

（ ）ｔ 秒
1 2 3 4

（問 ）v( )m/s 6

28
空
走
距 制動
離 距離

（ｓ）1 7 ｔ

（ ）回 落下距離 cm
１
２
３

平 均

左の表から求めたあなたの反応時間

秒
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（第 回）三ない運動を総括するー高校交通教育論の歴史 2
（本会研究員）齊藤 基雄

連 載

■「三ない運動」への賛否

1982年8月25日の全国高Ｐ連（全国高等学校PTA連合

） 「『 』 」 、会 大会による 三ない運動 特別決議文 の採択後

同運動の全国的な組織化が進むにつれて、交通安全教育

のあり方をめぐり、賛否両論が出現した。

連載のこの回では、同運動の役割に関する客観的分

、 、析に不可欠な 賛否各論の背景や根拠を明確にするため

はじめに、高校生向け交通安全教育において、1980年代

までに出現した各論を概括し、次に、全国高P連におけ

るその後の運動の展開について述べることとする。

■「三ない」反対論とその特徴

この「反対論」の特徴として、現行法で認められた

免許取得・バイク利用を学校が禁止していることへの異

議と、自動車が「身近な生活の足」として社会的に定着

している現状において免許取得のための教育は学校が積

極的に推進すべきとする意見との、大きく二つの根拠が

渾然一体となって発達している点があげられる。

本来 前者の視点を忠実に追求するならば 単に 三、 、 「

ない」校則を撤廃するだけで済むわけであり、高校が交

通安全教育において免許取得のための便宜を図る必然性

はないはず（例えば、警察や市町村が主催する二輪車の

安全講習を、各家庭の責任で免許取得者に参加させるな

ど）である。しかし、この「反対論」の多くはなぜか、

後者の視点にもとづく「高校カリキュラム内での運転者

教育」を求める意見・学説との癒着が目立っている。

この「反対論」を提起し、支えてきた勢力として、

大きく二つをあげることができる。

第一のものは、自動車関連業界（自動車メーカー・

ディーラー、道路ゼネコン、損害保険など）や中央政府

の交通安全行政（当時の総理府や文部省）ならびに、交

通経済学・交通心理学・交通工学・保健体育学等におい

てこれらと比較的親密な研究者によるものであり、冒頭

にあげた二つの根拠のうち後者につながるものである。

わが国において、学校教育に自動車の運転のための

教育を導入すべきとする最初の意見・学説とされるの

は、半世紀前の1955年、戦後交通経済学の重鎮とされる

故・今野源八郎氏の著書『道路交通政策 （東京大学出』

版会）においてである。

今野氏は同書で 「可及的多数の国民が自動車を所有、

すること、そして最高の自動車人口をもつことが一国の

交通政策上望ましく、国民各自が自らの交通機関を有す

ることは、各自が最も能率的に活動し得る交通条件であ

ろう」とした上で、具体的施策の一つに「自動車運転教

習普及のため、自動車学校設置の奨励、高校体育教育実

習中に運転技術習得を含ましめる（アメリカの若干の州

は自動車運転学習科目を必修科目としている）等モータ

ー・スポーツの奨励政策 （同書p.125）をあげている。」

1970年代に入ると、政府においても、自動車の運転

に関する授業の高校への導入が検討され始める。1971年

に総理府（当時）交通安全対策室によってまとめられた

『 』報告書 アメリカにおける交通安全教育の現状について

では、同国の高校で正課授業として導入されている「運

転者教育 （driver education）の実施状況に関する列」

挙とともに、わが国でこれを導入するにあたって必要な

検討項目の分析・見積りがなされている。

1970年代の中頃になると 「三ない運動」を府県の教、

育委員会単位ないしはPTA単位で実施するところがみら

れるようになる。こうした状況のもと、1974年、本田技

研工業は財団法人「国際交通安全学会」を発足させ、最

初の統一的プロジェクトとして「暴走族と青少年問題の

研究 （研究委員長＝現・阪大名誉教授の長山泰久氏）」

がとりあげられることとなる。二輪車に乗る若者を「三

ない運動」や「道交法改正による免許年齢引き上げ」で

規制するのではなく、学校教育が自動車の運転のための

教育に積極的に乗り出すべきであるというのが、研究の

主旨である。同社がこのような団体ならびに事業を立ち

上げた背景は 当時の暴走族の増加に呼応する形での 三、 「

ない運動」の拡大により、主力商品である二輪車の売り

上げ減少への重大な危機感にあるとされている。

以降、この学会を中心的な媒体として、交通心理学

、 、や交通工学の側から 免許取得・車両所有を前提とした

幼児・児童段階から高齢者に至るまでの交通安全教育プ

ログラムの体系化が議論されるようになる。

この論の中心的論者として有名なのは、上に触れた

交通心理学者の長山泰久氏である 長山氏は1980年 交。 、『

通安全教育の体系化 （住友海上福祉財団主催、内閣総』

） 、 、理大臣賞受賞論文 において 幼児期から生涯にわたり

すべての国民に対して自動車の運転に必要な能力（例え

ば反射神経や道路交通法など）を体系的に習得させるこ

とによって、クルマ社会に対応した「良き交通社会人」

を育成することの必要性を唱えている。とりわけ、幼児

向け交通安全教育をそれまでの単なる「歩行者として、

車の接近をよけるもの」から 「将来の車の運転に必要、

な危険予知能力の継続的育成」に置き換えた発想はその

後、わが国の交通安全教育論の根本原理となっている。
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このような動きを受けて、文部省（当時）体育局に

おいても、二輪車・自動車の運転免許取得を目的とした

高校向け交通安全指導書の整備に乗り出す。1984年1月

には 財団法人日本交通安全教育普及協会を通じて 高、 、『

校生の交通安全』の初版が刊行される。同年5月には、

同協会を通じて『高等学校交通安全指導の手引 、そし』

て1986年9月には、国際交通安全学会を通じて『高等学

校における課外の交通安全指導の手引』が出版される。

なかでも後者の『高等学校における課外の交通安全

指導の手引』は、1984年4月に国際交通安全学会がスタ

ートさせたプロジェクト「二輪車交通教育の実践モデル

研究」をもとに、1984年に同学会が作成した「二輪車に

乗る高校生のための安全運転指導カリキュラム」の内容

をさらに発展させたものであり、制作にあたって同学会

が発揮した研究資源の豊富さを見せつけている。

その後、文部省体育局では、1986年度から翌年度に

かけて、日本交通安全教育普及協会に交通安全教育調査

研究事業「高等学校における二輪車に関する安全指導の

進め方」を委嘱する。この研究成果として1988年11月に

刊行されたのが、同協会による『二輪車に関する安全指

導の手引』の初版であり、これは、わが国の交通安全教

育において、二輪車利用に特化したものとしては初めて

の本格的な“ガイドライン”である。

「反対論」を提起し、支えてきた第二の勢力は、教

育界（生活指導論、教育法等の研究者・現場実践者）や

法曹界（教育法関連の弁護士）によるものであり、冒頭

にあげた二つの根拠のうち前者に対応している。

これらの領域において 「三ない運動」の是非に関す、

る論点は、あくまでも司法尊重の立場から、現行道路交

通法における二輪車の免許年齢（満16歳以上）を支持な

、 「 」いしは容認することを前提に 同運動のもつ 管理教育

や「人権問題」としての側面に集中している。

「三ない運動」が「管理教育」であるとして問題視

される理由は、同運動を実施している教育現場の多くに

おいて、生徒からの意見聴取ならびに、教師から生徒へ

の趣旨説明をせずに当該校則が一方的に採用され、その

適用範囲が生徒の課外生活にまで及んでいる点にある。

しかも、法律で許されている権利（運転免許取得）

が侵害される形で、当該校則に違反した生徒が停学・退

学等の懲戒を受けるケースが一部の学校にみられてきた

、 、 「 」点が 学校からの不当な人身拘束 すなわち 人権問題

として、これらの領域の論者から捉えられている。

この傾向の最も代表的な著作として、教育関係者の

間で「三ない」問題に関心をもつ人の多くがよくあげて

いるのは、教育法研究家の坂本秀夫氏による『バイク退

学事件の研究 （三一書房、1987年）である。坂本氏の』

論調は一見して、教育現場における生徒の権利問題とい

「 」 、う視点から 三ない 校則の不当性を訴えているものの

その逆にあたる、学校への「運転者教育」の導入には寛

容どころか積極的な姿勢をとっている。

これは 「管理教育」全体を批判しているように見せ、

ながら、同じ「管理教育」であっても、バイクに乗せな

いのは「悪」であるが、乗せるのは「善」であるという

矛盾である。しかしながらこの矛盾はやがて、モータリ

ゼーション交通社会の定着というバイアスを背景に、当

の教育界・法曹界において無視されていくことになる。

それゆえ、この著作が影響力を増すにつれて、教育

界や法曹界では、現行法で認められた免許取得・車両所

有を学校が課外にまで適用範囲を広げて禁止している点

に対してのみ異議を唱えることに重点を置く論調より

も 「三ない校則」反対と「学校での運転者教育導入」、

推進を一体化させようとする論調、すなわち第一の勢力

による交通教育論との癒着・不可分化が支配的となる。

■「三ない」反対論への疑問

―交通遺児学生の訴え―

このような「三ない運動」反対論における「管理教

育反対」と「学校での運転者教育導入推進」との渾然一

体化に対し、モータリゼーション拡大に反対する立場か

ら、二輪車教育の高校への導入に関して、狭義としての

交通安全教育のみならず、広義としての交通教育（交通

手段選択教育）という見地で捉え、社会成員において運

転可能な人口の比率をふやす効果が現れた場合に、交通

体系の自家用車への依存度をさらに強める結果、安全や

環境をより悪化させる要素をもつ偏向教育の疑いがある

ものとして、問題意識をもつ動きが出てきた。

この動きを中心的に担ったのは、東京・日野市の交

通遺児育英会学生寮「心塾」の有志による組織「交通遺

児学生の会」である。この会は、1980年に同じ交通遺児

仲間が被害にあったひき逃げ死亡事件をきっかけに、こ

の事件に関する裁判支援や、欠陥交差点の告発、バイク

と交通教育の問題 “被害者不在の損害賠償”への取り、

組み、交通反戦キャンペーン “第三世界への交通戦争、

輸出”反対を、運動方針に掲げて発足した。

とりわけ 「交通遺児学生の会」において1980年代に、

重点的に力を入れたのが、バイクと交通教育の問題であ

り、1981年12月5日に「少年のバイク問題と免許年齢引

き上げに関するシンポジウム」を主催した同会は、その

後、1984年4月に「車社会を考える勉強会」を立ち上げ

て、数回にわたる会合を開催した。その集大成が、1985

年6月のブックレット『地球はそもそも歩行者天国 （発』

行元／日本消費者連盟）の刊行である。

このブックレットで「交通遺児学生の会」は、先に

触れた交通教育の偏向への懸念を基調として、高校生の
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バイク事故を予防するためには、二輪免許取得年齢を満

18歳以上に引き上げる方向での道路交通法の改正が必要

であると主張しており、とりわけ原付にくらべて事故死

亡率の高い自動二輪については引き上げを急ぐべきであ

ると主張している 「三ない運動」の是非に関しては、。

免許年齢引き上げの正当性を訴え、その実効性を積み上

げる視点から、刊行当時は賛成の立場にあったものの、

この後で述べるように、全国高P連が1987年の「三ない

運動『特別決議文 」改訂において、免許年齢引き上げ』

に関する条項を削除して以降、不支持に転じている。

■「三ない」推進側

―高Ｐ連運動方針の変質の始まり―

1982年8月の全国高Ｐ連大会で採択された最初の「特

別決議文」は、早くも5年後の1987年大会（徳島市で開

催）において改訂された。全文は次の通りである。

上の「特別決議文」を、1982年の最初のもの（会報

第6号に掲載）と比較すると、次の特徴が読み取れる。

第一に 「三ない運動」の「ない」の範囲について、、

最初の決議文で「免許を取らない 「乗らない 「買わ」、 」、

ない」となっていたのが、改訂では新たに「親は、子供

の要求に負けない」が加えられ 「三ない運動」が「３+、

１ない運動」に改められた。これは、運動の発展が親の

責任にかかっていることを、より明確化したものといえ

る。

第二に、冒頭段落の終わりにおいて、最初の決議文

では「次の対策を実施する」となっていたのが、上の改

「 」 。訂で 次の運動を全組織を上げて展開する に変わった

この運動では、実施主体が全国高P連である以上、当該

段落において主語のない最初の決議文では「対策を実施

する」のが中央団体としての全国高P連であるものと解

釈できる。一方、上の改訂では「全組織を上げて」とい

う主語が加えられたため、中央団体のみならず、地域PT

Aにおいても運動を幅広く展開しようという意図が、こ

こからうかがえる。

第三に 「オートバイ及びバイク」の運転が許可され、

る条件に関して、最初の決議文では「保護者の申請によ

」 、り学校長がPTA会長と協議の上許可 となっていたのが

上の改訂ではこれに「総べての責任を親が持つ条件」が

加えられた。これも、第一の特徴と同じように、親の責

任のより一層の明確化を表わしているといえる。

第四に、改訂決議文では、最初の1982年決議文に掲

げられた、普通免許と同様の実技講習等を受けた者に対

する原付運転許可制度の関係機関への実現要望や、原付

車両の構造上の速度制限の各メーカーへの要求、そして

「以上のような対策を進めても、なおかつ事故の減少を

みない場合」の免許取得年齢の18歳以上への引き上げと

いった条項が、一括して削除された。

以上から、この改訂決議文における全般の特徴とし

て、①運動推進を声高に叫んだはずの全国高P連が、運

、「 」動展開の実質上の責任を自らとる方向から 親の責任

への委譲を明確化する方向に転換、つまり中央組織の責

任を地域PTAや個別の親の責任に分散する一方、②原付

運転を許可する条件についての条項を削除することで、

原付も含めた二輪車全般の免許取得ならびに運転の禁止

を一見、強化させたようにみせながら、③免許年齢の引

き上げ要求を放棄する、といった矛盾が表れている。

この1987年改訂決議文を境に 「三ない運動」のトー、

ンダウンが始まり、その後の崩壊につながっていく。

15 1997（ 、 『 』 、この原稿は 交通権学会誌 交通権 第 号

年 月 日をもとに再編・加筆したものです）5 20

〔つづく〕

◆今号は、昨年 月札幌で行われ11

た本会総会・研究会で報告された齊

藤、池田、前田３名の共同レポート

「 スローライフ交通教育』をめざして」の特集としま『

2005 11した 同じレポートを 年合同教育研究全道集会。 （

月 ・ 日、札幌市）でも発表しましたが 「スローラ12 13 、

イフ交通教育」というタームを初めて提案しています。

◆新しい理念の提起でもあり、多様な実践を積み重ねる

中で精緻化するという作業が求められています。広く教

育現場で検討されることを期待致します （前）。

編集後記

特別決議文

現今、高校生のオートバイ及びバイク事故、交通事

故激増を憂え、青少年の生命身体の安全、健全育成

を守る上から、また「免許を取らない 「乗らない」」

「 」 「 、 」、買わない そして 親は 子供の要求に負けない

即ち３＋１ない運動の主旨徹底及び親の責任を促す

上から次の運動を全組織を上げて展開する。

記

高校生のオートバイ及びバイクの運転免許取得並

、 。びに運転乗車については 原則として全面禁止する

ただし学校長は、オートバイ及びバイクを特別な

理由が有り、かつ「総べての責任を親が持つ条件」

のもとに申請が有って運転する場合に限り、PTA会長

と協議するなどして許可する事が出来る。

以上第三十七回全国高等学校PTA連合会徳島大会に

おいて特別決議する。

昭和六十二年八月二十六日

全国高等学校PTA連合会
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